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概要 
【目的】 
厚生労働白書によると、働き世代におけるメンタルヘルス関連の患者数は増

加傾向にあり、30～50歳代が全体の半数以上を占めている。また、2021年度の

協会けんぽの傷病手当金の件数及び金額の構成割合も増加しており、メンタル

ヘルス関連が全体の 30％を超えている。本研究の目的は、メンタルヘルス不調

と関連がある「睡眠」に着目し、業態区分別の健診結果の実態把握をし、加入

者の健康課題解決に向けた事業を検討することである。 
【方法】 
2016～2020年度の宮城支部健診データ(35～74歳)から、年齢、性別、問診票

の睡眠項目に欠損値がない 175,977人を抽出し、2016年度をベースに業態区分別

に以下の通り分析した。 

1.「睡眠不調者」の生活習慣や生活習慣病リスクの基本特性の把握。 

2.宮城支部平均と比較した睡眠不調者割合の比(リスク比)及び 95％信頼区間

の算出について、ポアソン回帰分析で調整モデル毎に分析した。 

【結果】 
1.睡眠不調者割合(平均 40.5％)は、「宿泊業,飲食サービス業」50.6％、「運輸

業,郵便業」43.8％の順に高く、「公務」34.5％、「建設業」34.6％の順に低かっ

た。特に「運輸業,郵便業」は、「血圧リスク」58.0％(平均 45.0％)、「メタボリ

スク」24.2％(平均 16.2％)など全ての項目で平均より高かった。 

2.「宿泊業,飲食サービス業」のリスク比が 1.22倍(95％信頼区間 1.16-1.28)、

「運輸業,郵便業」のリスク比が 1.14倍(95％信頼区間 1.11-1.17)であった。 

【考察】 
「宿泊業,飲食サービス業」、「運輸業,郵便業」で睡眠不調者の割合が高く、

中でも「運輸業,郵便業」が生活習慣病リスク割合も高いことが明らかとなった。

しかし、本研究は問診票の睡眠項目 2 択のみに着目した結果であり、睡眠実態

を加味した分析が不十分と考えられる。そこで、今後、睡眠習慣や睡眠の質な

ど健診結果では得られない事項についてアンケート調査を実施し、生活習慣病

リスク等にどのような影響を与えるかを業態区分別に特性を深掘りする予定で

ある。その上で、事業所の担当者が職場の健康づくりを推進するために役立つ

情報を提供していきたい。 
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本文 
【目的】 
平成 30年版厚生労働白書によると、メンタルヘルス関連の患者数は 2002年の

258 万人から 2017 年には 419 万人と 1.6 倍に増加しており、中でも「気分障害

など」の疾病別・年齢階級別の患者数割合は 30～50歳代が全体の半数以上を占

めている 1(図表 1、図表 2)。また、協会けんぽの年度別(各年 10月)の傷病手当

金の件数及び金額の構成割合はいずれも 1998年度から約 7倍に増加している 2。

加えて、傷病手当金支給件数割合についてもメンタルヘルス関連の疾病が全体の

30％を超えている状況である(図表 3、図表 4)。先行研究では、質の低い睡眠が

メンタルヘルス不調や生活習慣病リスクを高め、症状を悪化させることが示され

ている。しかし、これまで「睡眠」に着目した業態間での比較研究はあまりない。

業態区分別の実態を把握することは、コラボヘルスを推進していくために、業態

の特性に応じた介入を行う上で必要不可欠であると考える。本研究の目的は、問

診票の「睡眠で休養が十分にとれている」の項目に着目し、業態区分別の生活習

慣(喫煙、運動、飲酒状況)及び生活習慣病リスク(血圧リスク、代謝リスク、脂

質リスク、メタボリスク、脳血管疾患既往歴、心血管疾患既往歴)の実態把握を

することで、加入者の健康課題の解決に向けた事業を検討することである。 

 (図表 1) 精神疾患を有する総患者数の推移 

 
(図表 2) 疾病別・年齢階級別 こころの患者数割合(2017年) 

 
 

1 平成 30年版厚生労働白書「こころの病気の患者数の状況」を用いて作成 
2 協会けんぽ(旧政府管掌健康保険)傷病手当金「精神及び行動の障害」金額と構成割合(各

年 10月)の推移を用いて作成 
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(図表 3) 傷病手当金「精神及び行動の障害」金額と構成割合(各年 10月) 

 
 

(図表 4) 傷病手当金支給件数の割合【全年齢】 
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【方法】 
2016～2020 年度の宮城支部健診データ(35～74 歳)から、2016 年 4 月時点で加

入資格があり、年齢、性別、問診票の睡眠項目に欠損値がない 175,977人を抽出

(図表 5)し、以下の分析を業態区分別に実施した。なお、業態区分については健

康保険及び厚生年金保険の業態分類標準の 43区分を日本標準産業分類上の 19区

分に再分類した(図表 6、図表 7)。そこで２つの分析を行った。 

第一に、2016 年度の「睡眠が十分にとれていない者」(以下「睡眠不調者」と

いう。)の割合、生活習慣や生活習慣病リスクの把握をした。 

第二に、2016年度の睡眠不調者について、宮城支部平均を 1.0として比較した

割合の比(リスク比)及び 95％信頼区間(95%CI)をポアソン回帰分析で以下の通り

モデル 1からモデル 3までの調整モデルごとに分析を行った。   

モデル 1:調整なし 

モデル 2:性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒を調整 

モデル 3:性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒、血圧リスク、脂質リスク、代謝

リスク、メタボリスク、脳血管疾患既往歴、心血管疾患既往歴を調整 

なお分析には、SAS、IBM SPSS Statistics Ver26 を使用し、有意水準は 5％と

した。 

 

(図表 5)分析対象者決定フロー 

 
 
 
 
 

－ 24 －



 

(図表 6) 業態区分対応表 

 
 
(図表 7) 分析対象者のデータ 
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【結果】 
1.睡眠不調者割合、生活習慣や生活習慣病リスク割合の分布について 

睡眠不調者割合は、「宿泊業,飲食サービス業」(以下「宿泊・飲食」とい

う。)50.6％、「運輸業,郵便業」(以下「運輸」という。)43.8％、「製造業」43.1％、

「生活関連サービス業,娯楽業」43.0％、「医療,福祉」42.4％、「情報通信業」

41.4％、「卸売業,小売業」40.6％が宮城支部平均の 40.5％より高く、「公務」

34.5％、「建設業」34.6％の順に低かった(図表 8)。 

 

(図表 8)業態区分別の睡眠不調者割合 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、睡眠不調者について、業態区分別に問診票の生活習慣と生活習慣病リス

ク割合、脳血管疾患・心疾患既往歴に関する項目を比較した。 

問診票の生活習慣に関する項目について宮城支部平均と比較すると、「宿泊・

飲食」、「卸売業,小売業」は、30分以上の運動習慣なし、3合以上の飲酒、喫煙

の３項目が高かった(図表 9)。 

 

(図表 9) 睡眠不調者の業態区分別問診票の生活習慣に関する項目 
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生活習慣病リスク割合、脳血管疾患・心疾患既往歴を宮城支部平均と比較する

と、「運輸」は全ての項目で高く、「情報通信業」は４項目が高かった。睡眠不調

者割合が最も高かった「宿泊・飲食」と「製造業」は１項目のみが高かった。「生

活関連サービス業,娯楽業」、「医療,福祉」、「卸売業,小売業」は全ての項目で低

い又は同等だった(図表 10)。 

 

(図表 10) 睡眠不調者の業態区分別生活習慣病リスク割合 

2．業態区分別の睡眠不調のリスク比について 

①モデル 1:調整なし 

宮城支部平均を 1.0として比較した時、リスクが高かった業態は「宿泊・飲食」

が 1.25 倍、「運輸」が 1.08 倍、「製造業」が 1.07 倍、「生活関連サービス業,娯

楽業」が 1.06倍、「医療,福祉」が 1.05倍と有意に高かった。 

リスクが低かった業態は、「建設業」が 0.85倍、「公務」が 0.85倍、「農業,林

業,漁業」が 0.86倍、「サービス業」が 0.93倍、「不動産業,物品賃貸業」が 0.94

倍、「学術研究,専門・技術サービス」が 0.94倍と有意に低かった(図表 11)。 

 

②モデル 2:性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒 

次に、性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒を調整したモデルでは、リスクが高

かった業態は、「宿泊・飲食」が 1.23 倍、「運輸」が 1.14 倍、「製造業」が 1.04

倍と有意に高かった。 

リスクが低かった業態は、「公務」が 0.88倍、「建設業」が 0.90倍、「農業,林

業,漁業」が 0.90倍、「複合サービス業」が 0.93倍、「不動産業,物品賃貸業」が

0.95 倍、「学術研究,専門・技術サービス」が 0.95 倍、「医療,福祉」が 0.97 倍、

「サービス業」が 0.97倍と有意に低かった(図表 11)。 
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③ モデル 3:性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒、血圧リスク、脂質リスク、代

謝リスク、メタボリスク、脳血管疾患既往歴、心血管疾患既往歴 

そして、性別、年齢、喫煙、運動習慣、飲酒、血圧リスク、脂質リスク、代謝

リスク、メタボリスク、脳血管疾患既往歴、心血管疾患既往歴を調整したモデル

では、リスクが高かった業態は「宿泊・飲食」が 1.22倍、「運輸」が 1.14倍、「製

造業」が 1.05倍と有意に高かった。 

リスクが低かった業態は、「公務」が 0.87 倍、「農業,林業,漁業」が 0.89 倍、

「建設業」が 0.90 倍、「複合サービス業」が 0.92 倍、「学術研究,専門・技術サ

ービス」が 0.94倍、「サービス業」が 0.96倍と有意に低かった(図表 11)。 

 

(図表 11) 業態区分別の睡眠不調のリスク比 

 
 
【考察】 
問診票の睡眠項目に着目し業態区分別に比較した結果、睡眠不調者の割合は、

「宿泊・飲食」が 50.6%と宮城支部平均(40.5%)より 10.1ポイント、2位の「運

輸」(43.8%)より 6.8 ポイント高かった。睡眠不調者の生活習慣を比較すると、

「宿泊・飲食」は 30 分以上の運動習慣なし、3 合以上の飲酒、喫煙の 3 項目が

高かった。また、睡眠不調者の健康状態を比較すると、「運輸」は生活習慣病リ

スクの割合が高かった。これらを調整モデルごとに分析すると、モデル１～モデ

ル 3ともに「宿泊・飲食」、「運輸」、「製造業」が有意に高かった。 

先行研究では、常日勤者と交代勤務者の睡眠状況を調査しており、交代勤務者

の方が睡眠障害を認めていることがわかっている 3)。この結果は、今回の分析で

明らかとなった睡眠不調者の割合が高い業態の勤務形態と類似している可能性
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があり、個人の意識や生活習慣だけでなく、長時間の運転や不規則な勤務時間な

ど、業態に起因する影響があると考えられる。 

また、本研究の限界として、本研究で使用した問診票は「睡眠で休養が十分に

とれている、とれていない」の 2択のみであるため、睡眠実態を加味した分析が

不十分と考えられる。そこで、今後、睡眠習慣、睡眠の質や睡眠を妨げる行動な

ど健診結果では得られない事項についてアンケート調査を実施し、生活習慣病リ

スクや医療費にどのような影響を与えるかを明らかにする必要があると考える。   

本研究で明らかになった業態区分別の特性をさらに深掘りし、その上で事業所

の担当者が職場の健康づくりを推進するために役立つ情報を効果的・効率的に提

供していきたいと考える。 
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